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表 産業大分類別・経営組織別企業等数

 

平成26年 平成24年 平成21年 平成26年 平成24年 平成21年 増加数 増加率 増加数 増加率
％ ％ ％ ％ ％

総数 △ 7,867 △ 4.2 △ 24,457 △ 11.5
農林漁業
鉱業，採石業，砂利採取業
建設業 △ 800 △ 11.3 △ 1,112 △ 13.6
製造業 △ 1,613 △ 13.6 △ 2,049 △ 14.7
電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業 △ 19 △ 5.4 △ 109 △ 23.8
運輸業，郵便業 △ 821 △ 14.5 △ 1,855 △ 24.7
卸売業，小売業 △ 2,663 △ 7.8 △ 6,490 △ 16.0
金融業，保険業 △ 29 △ 8.0 △ 118 △ 24.5
不動産業，物品賃貸業 △ 863 △ 4.8 △ 1,280 △ 6.7
学術研究，専門・技術サービス業 △ 408 △ 2.5 △ 1,481 △ 8.4
宿泊業，飲食サービス業 △ 1,027 △ 2.4 △ 6,633 △ 13.5
生活関連サービス業，娯楽業 △ 520 △ 2.2 △ 1,966 △ 7.8
教育，学習支援業 △ 482 △ 7.1
医療，福祉 △ 437 △ 2.1
複合サービス事業 △ 2 △ 25.0 △ 2 △ 20.0
サービス業（他に分類されないもの） △ 353 △ 14.8 △ 442 △ 15.6

平成26年 平成24年 平成21年 平成26年 平成24年 平成21年 増加数 増加率 増加数 増加率
％ ％ ％ ％ ％

総数 △ 20,302 △ 6.7
農林漁業 △ 13 △ 3.0
鉱業，採石業，砂利採取業 △ 13 △ 21.0
建設業 △ 3,053 △ 9.1
製造業 △ 458 △ 1.3 △ 3,765 △ 9.4
電気・ガス・熱供給・水道業 △ 12 △ 11.0
情報通信業 △ 2,324 △ 12.0
運輸業，郵便業 △ 307 △ 5.2
卸売業，小売業 △ 5,801 △ 8.1
金融業，保険業 △ 714 △ 14.4
不動産業，物品賃貸業 △ 1,607 △ 4.7
学術研究，専門・技術サービス業 △ 2,862 △ 12.0
宿泊業，飲食サービス業 △ 77 △ 0.4
生活関連サービス業，娯楽業 △ 176 △ 1.5
教育，学習支援業
医療，福祉
複合サービス事業 △ 7 △ 3.8 △ 33 △ 15.2
サービス業（他に分類されないもの） △ 487 △ 2.1

産業大分類
法人

実数 構成比 平成26年－24年 平成24年－21年

産業大分類 実数 平成26年－24年 平成24年－21年構成比
個人

 

２ 企業等に関する集計

経営組織別

 
① 経営組織別企業等数

経営組織別に企業等数をみると、「会社企業」が 万 企業（構成比 ％）と最も

多く、次いで「個人経営」が 万 企業（同 ％）、「会社以外の法人」が 万

企業（同 ％）となっている。

年活動調査と比較すると、「会社企業」が１万 企業（増加率 ％）で増加し、

次いで「会社以外の法人」が 企業（同 ％）の増加となった。一方「個人経営」が

企業（同△ ％）の減少となった。 （図 、表 ）

図 経営組織別企業等数の構成比

表 経営組織別企業等数

② 産業大分類、経営組織別の企業等数 
企業等数について産業大分類別、経営組織別に構成比をみると、「個人」では「宿泊業，

飲食サービス業」が ％で最も高く、次いで「卸売業，小売業」が ％、「生活関連

サービス業，娯楽業」が ％となっている。「法人」では「卸売業，小売業」が ％

で最も高く、次いで「製造業」が ％、「不動産業，物品賃貸業」が ％となってい

る。

年活動調査と比較すると、「個人」では「医療，福祉」が 企業（増加率 ％）と

最も高く、次いで「教育，学習支援業」が 企業（同 ％）増加となり、ほかの産業は

すべて減少となった。「法人」では「宿泊業，飲食サービス業」が 企業（同 ％）

で最も高く、次いで「卸売業，小売業」が 企業（同 ％）、「医療，福祉」が

企業（同 ％）となっている。 （表 ） 

個人経営 会社企業
平成 年

平成 年

平成 年

％

会社以外の法人

平成26年 平成24年 平成21年 平成26年 平成24年 平成21年 増加数 増加率 増加数 増加率
％ ％ ％ ％ ％

総数 △ 44,759 △ 8.7
個人経営 △ 7,867 △ 4.2 △ 24,457 △ 11.5
会社企業 △ 20,832 △ 7.4
会社以外の法人

平成24年－21年
経営組織

構成比 平成26年－24年企業等数

「個人経営」は 年基礎調査から連続して減少
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表 産業大分類別・経営組織別企業等数

 

平成26年 平成24年 平成21年 平成26年 平成24年 平成21年 増加数 増加率 増加数 増加率
％ ％ ％ ％ ％

総数 △ 7,867 △ 4.2 △ 24,457 △ 11.5
農林漁業
鉱業，採石業，砂利採取業
建設業 △ 800 △ 11.3 △ 1,112 △ 13.6
製造業 △ 1,613 △ 13.6 △ 2,049 △ 14.7
電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業 △ 19 △ 5.4 △ 109 △ 23.8
運輸業，郵便業 △ 821 △ 14.5 △ 1,855 △ 24.7
卸売業，小売業 △ 2,663 △ 7.8 △ 6,490 △ 16.0
金融業，保険業 △ 29 △ 8.0 △ 118 △ 24.5
不動産業，物品賃貸業 △ 863 △ 4.8 △ 1,280 △ 6.7
学術研究，専門・技術サービス業 △ 408 △ 2.5 △ 1,481 △ 8.4
宿泊業，飲食サービス業 △ 1,027 △ 2.4 △ 6,633 △ 13.5
生活関連サービス業，娯楽業 △ 520 △ 2.2 △ 1,966 △ 7.8
教育，学習支援業 △ 482 △ 7.1
医療，福祉 △ 437 △ 2.1
複合サービス事業 △ 2 △ 25.0 △ 2 △ 20.0
サービス業（他に分類されないもの） △ 353 △ 14.8 △ 442 △ 15.6

平成26年 平成24年 平成21年 平成26年 平成24年 平成21年 増加数 増加率 増加数 増加率
％ ％ ％ ％ ％

総数 △ 20,302 △ 6.7
農林漁業 △ 13 △ 3.0
鉱業，採石業，砂利採取業 △ 13 △ 21.0
建設業 △ 3,053 △ 9.1
製造業 △ 458 △ 1.3 △ 3,765 △ 9.4
電気・ガス・熱供給・水道業 △ 12 △ 11.0
情報通信業 △ 2,324 △ 12.0
運輸業，郵便業 △ 307 △ 5.2
卸売業，小売業 △ 5,801 △ 8.1
金融業，保険業 △ 714 △ 14.4
不動産業，物品賃貸業 △ 1,607 △ 4.7
学術研究，専門・技術サービス業 △ 2,862 △ 12.0
宿泊業，飲食サービス業 △ 77 △ 0.4
生活関連サービス業，娯楽業 △ 176 △ 1.5
教育，学習支援業
医療，福祉
複合サービス事業 △ 7 △ 3.8 △ 33 △ 15.2
サービス業（他に分類されないもの） △ 487 △ 2.1

産業大分類
法人

実数 構成比 平成26年－24年 平成24年－21年

産業大分類 実数 平成26年－24年 平成24年－21年構成比
個人

 

２ 企業等に関する集計

経営組織別

 
① 経営組織別企業等数

経営組織別に企業等数をみると、「会社企業」が 万 企業（構成比 ％）と最も

多く、次いで「個人経営」が 万 企業（同 ％）、「会社以外の法人」が 万

企業（同 ％）となっている。

年活動調査と比較すると、「会社企業」が１万 企業（増加率 ％）で増加し、

次いで「会社以外の法人」が 企業（同 ％）の増加となった。一方「個人経営」が

企業（同△ ％）の減少となった。 （図 、表 ）

図 経営組織別企業等数の構成比

表 経営組織別企業等数

② 産業大分類、経営組織別の企業等数 
企業等数について産業大分類別、経営組織別に構成比をみると、「個人」では「宿泊業，

飲食サービス業」が ％で最も高く、次いで「卸売業，小売業」が ％、「生活関連

サービス業，娯楽業」が ％となっている。「法人」では「卸売業，小売業」が ％

で最も高く、次いで「製造業」が ％、「不動産業，物品賃貸業」が ％となってい

る。

年活動調査と比較すると、「個人」では「医療，福祉」が 企業（増加率 ％）と

最も高く、次いで「教育，学習支援業」が 企業（同 ％）増加となり、ほかの産業は

すべて減少となった。「法人」では「宿泊業，飲食サービス業」が 企業（同 ％）

で最も高く、次いで「卸売業，小売業」が 企業（同 ％）、「医療，福祉」が

企業（同 ％）となっている。 （表 ） 

個人経営 会社企業
平成 年

平成 年

平成 年

％

会社以外の法人

平成26年 平成24年 平成21年 平成26年 平成24年 平成21年 増加数 増加率 増加数 増加率
％ ％ ％ ％ ％

総数 △ 44,759 △ 8.7
個人経営 △ 7,867 △ 4.2 △ 24,457 △ 11.5
会社企業 △ 20,832 △ 7.4
会社以外の法人

平成24年－21年
経営組織

構成比 平成26年－24年企業等数

「個人経営」は 年基礎調査から連続して減少
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単一・複数別

 

① 単一・複数別会社企業数

企業類型別に会社企業数をみると、「単一事業所企業」は 万 企業（構成比 ％）、

「複数事業所企業」は 万 企業（同 ％）となっている。

年活動調査と比較すると、「複数事業所企業」が 万 企業（増加率 ％）の増

加、「単一事業所企業」は 企業（同△ ％）減少した。 （図 、表 ）

図 単一・複数別会社企業数の構成比

表 単一・複数別会社企業数

② 産業大分類別会社企業数

産業大分類、単一・複数別に会社企業数の構成比をみると、「単一事業所企業」では「不

動産業，物品賃貸業」が ％で最も高く、次いで「建設業」が ％、「学術研究，専

門・技術サービス業」が ％となっている。「複数事業所企業」では「電気・ガス・熱供

給・水道業」が ％で最も高く、次いで「鉱業，採石業，砂利採取業」が ％、「運

輸業，郵便業」が ％となっている。 （図 、表 ）

単一事業所企業 複数事業所企業
平成 年

平成 年

平成 年

％

構成比
平成26年 平成24年 平成21年 平成26年 平成24年 平成21年 増加数 増加率 増加数 増加率

％ ％ ％ ％ ％
総数 △ 20,832 △ 7.4

単一事業所企業 △ 2,727 △ 1.2 △ 17,220 △ 7.2
複数事業所企業 △ 3,612 △ 8.5

会　社　企　業　数
単一・複数 実数 平成26年－24年 平成24年－21年

単一事業所企業では「不動産業，物品賃貸業」の構成比が最も高い

複数事業所企業では「電気・ガス・熱供給・水道業」の構成比が最も高い

 

資本金階級別

 
① 資本金階級別会社企業数

資本金階級別に会社企業数をみると、「 万円以上 万円未満」が 万 企業（構

成比 ％）で最も多く、「 万円以上 万円未満」が 万 企業（同 ％）、「

万円以上 万円未満」が 万 企業（同 ％）となっており、資本金 億円未満の

企業が全体の ％を占めている。

年活動調査と比較すると、「 万円未満」が 企業（増加率 ％）で増加数、

増加率とも最も高かった。次いで「 万円以上 万円未満」が 企業（同 ％）

増加となっている。なお、「 万円未満」については、連続して増加した。 （表 ）

表 資本金階級別会社企業数

平成26年 平成24年 平成21年 平成26年 平成24年 平成21年 増加数 増加率 増加数 増加率
％ ％ ％ ％ ％

総数 △ 20,832 △ 7.4
300万円未満
300万円以上500万円未満 △  515 △ 0.6 △ 14,128 △ 14.7
500万円以上1000万円未満 △ 2,033 △ 8.4
1000万円以上3000万円未満 △ 1,847 △ 1.8 △ 14,995 △ 12.9
3000万円以上5000万円未満 △ 680 △ 5.5
5000万円以上1億円未満
1億円以上3億円未満 △ 310 △ 5.9
3億円以上10億円未満 △ 187 △ 6.1
10億円以上50億円未満 △ 101 △ 6.1
50億円以上

注)　資本金不詳の企業を含むため、各資本金階級の合計が総数に一致しない場合がある。

資本金階級
会社企業数 構成比 平成26年－24年 平成24年－21年

資本金階級別の構成比では「 万円以上 万円未満」が最も高く ％を占める
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単一・複数別

 

① 単一・複数別会社企業数

企業類型別に会社企業数をみると、「単一事業所企業」は 万 企業（構成比 ％）、

「複数事業所企業」は 万 企業（同 ％）となっている。

年活動調査と比較すると、「複数事業所企業」が 万 企業（増加率 ％）の増

加、「単一事業所企業」は 企業（同△ ％）減少した。 （図 、表 ）

図 単一・複数別会社企業数の構成比

表 単一・複数別会社企業数

② 産業大分類別会社企業数

産業大分類、単一・複数別に会社企業数の構成比をみると、「単一事業所企業」では「不

動産業，物品賃貸業」が ％で最も高く、次いで「建設業」が ％、「学術研究，専

門・技術サービス業」が ％となっている。「複数事業所企業」では「電気・ガス・熱供

給・水道業」が ％で最も高く、次いで「鉱業，採石業，砂利採取業」が ％、「運

輸業，郵便業」が ％となっている。 （図 、表 ）

単一事業所企業 複数事業所企業
平成 年

平成 年

平成 年

％

構成比
平成26年 平成24年 平成21年 平成26年 平成24年 平成21年 増加数 増加率 増加数 増加率

％ ％ ％ ％ ％
総数 △ 20,832 △ 7.4

単一事業所企業 △ 2,727 △ 1.2 △ 17,220 △ 7.2
複数事業所企業 △ 3,612 △ 8.5

会　社　企　業　数
単一・複数 実数 平成26年－24年 平成24年－21年

単一事業所企業では「不動産業，物品賃貸業」の構成比が最も高い

複数事業所企業では「電気・ガス・熱供給・水道業」の構成比が最も高い

 

資本金階級別

 
① 資本金階級別会社企業数

資本金階級別に会社企業数をみると、「 万円以上 万円未満」が 万 企業（構

成比 ％）で最も多く、「 万円以上 万円未満」が 万 企業（同 ％）、「

万円以上 万円未満」が 万 企業（同 ％）となっており、資本金 億円未満の

企業が全体の ％を占めている。

年活動調査と比較すると、「 万円未満」が 企業（増加率 ％）で増加数、

増加率とも最も高かった。次いで「 万円以上 万円未満」が 企業（同 ％）

増加となっている。なお、「 万円未満」については、連続して増加した。 （表 ）

表 資本金階級別会社企業数

平成26年 平成24年 平成21年 平成26年 平成24年 平成21年 増加数 増加率 増加数 増加率
％ ％ ％ ％ ％

総数 △ 20,832 △ 7.4
300万円未満
300万円以上500万円未満 △  515 △ 0.6 △ 14,128 △ 14.7
500万円以上1000万円未満 △ 2,033 △ 8.4
1000万円以上3000万円未満 △ 1,847 △ 1.8 △ 14,995 △ 12.9
3000万円以上5000万円未満 △ 680 △ 5.5
5000万円以上1億円未満
1億円以上3億円未満 △ 310 △ 5.9
3億円以上10億円未満 △ 187 △ 6.1
10億円以上50億円未満 △ 101 △ 6.1
50億円以上

注)　資本金不詳の企業を含むため、各資本金階級の合計が総数に一致しない場合がある。

資本金階級
会社企業数 構成比 平成26年－24年 平成24年－21年

資本金階級別の構成比では「 万円以上 万円未満」が最も高く ％を占める
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売上（収入）金額

 

① 産業大分類別売上（収入）金額

産業大分類別に売上（収入）金額の構成比をみると、「卸売業，小売業」が ％で最も

高く、次いで「製造業」が ％、「金融業，保険業」が ％となっている。

（図 、表 ）

図 産業大分類別売上（収入）金額の構成比

表 産業大分類別売上（収入）金額

実数 構成比
百万円 ％

総数
農林漁業
鉱業，採石業，砂利採取業
建設業
製造業
電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業
運輸業，郵便業
卸売業，小売業
金融業，保険業
不動産業，物品賃貸業
学術研究，専門・技術サービス業
宿泊業，飲食サービス業
生活関連サービス業，娯楽業
教育，学習支援業
医療，福祉
複合サービス業
サービス業（他に分類されないもの）

産業大分類 企業等数
売上（収入）金額

注１）　会社企業数は、必要な事項の数値が得られた会社企業を対象として集計されたものである。
注２）　売上（収入）金額は、東京都に本社等を有する企業を対象に企業単位で集計しているため、
　　　他の道府県に所在する事業所の金額を含んでいる。

会社企業の売上（収入）金額の構成比では「卸売業，小売業」が最も高く ％を占める

注）「その他の産業」は、「農林漁業」、「鉱石、採石業、砂利採取業」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「複合サービス事業」を合

算したものである。
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図 産業大分類、単一・複数別会社企業数の構成比

表 産業大分類、単一・複数別会社企業数
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注)　会社企業数は、必要な事項の数値が得らた会社企業を対象として集計されたものである。
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売上（収入）金額

 

① 産業大分類別売上（収入）金額

産業大分類別に売上（収入）金額の構成比をみると、「卸売業，小売業」が ％で最も

高く、次いで「製造業」が ％、「金融業，保険業」が ％となっている。

（図 、表 ）

図 産業大分類別売上（収入）金額の構成比

表 産業大分類別売上（収入）金額
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注１）　会社企業数は、必要な事項の数値が得られた会社企業を対象として集計されたものである。
注２）　売上（収入）金額は、東京都に本社等を有する企業を対象に企業単位で集計しているため、
　　　他の道府県に所在する事業所の金額を含んでいる。

会社企業の売上（収入）金額の構成比では「卸売業，小売業」が最も高く ％を占める

注）「その他の産業」は、「農林漁業」、「鉱石、採石業、砂利採取業」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「複合サービス事業」を合

算したものである。
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表 産業大分類、単一・複数別会社企業数
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注)　会社企業数は、必要な事項の数値が得らた会社企業を対象として集計されたものである。
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